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この調査は，22のナショナル会計事務所（the　national　accounting丘rm）
Jack J. ケンプナー氏，資金運用表の実証的研究（2）--公認会計士事務所における資金運用表の実態調査-- Page:1
無断転載禁止。　
　150　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　阪南論集　第g巻第6号
と152のローカル会計事務所（the1oca1accounting丘rm）を対象とし，オ
ハイオ州立大学の絡営研究所（the　Bureauof　Business　Research　of　The
OhioStateUnivercity）の協力により行凌われたものである。特に1・一カ
ル会計事務所のうち，1954－55年嘩の公認会計士協会貝名簿から人口100万
以上の都市に在する4人以上のパートナーにより構成されるもの，総計
152事務所が大規模なローカル会計事務所とし，選択された。
　回収された解答用紙はすべて無記名もしくは匿名であった。ローカル会
計事務所の回収率は高く59％であり，152枚のうち90枚が回収された。そ
して，ナショナル会計事務所のそれは前者よりも高く68％で，22枚のうち
15枚が回収された。これら両者の固収率の高さからみれば，この調査結果
がかなり信頼しうるものであるとおもわれる。
　さて，質間内容はおおむね次の4部門に限定されている。すなわち，
1）　利用度，2）　顧客の関心度，3）　形式，4）　作成手順等，である。そ
れでは順次に調査ならぴにその結果を紹介することにしよう。
§1利用度
　まず，監査報告書における資金運用表の利用に関する調査が行なわれた
のであるが，このことを紹介する前に，調査対象となったナショナル会計
事務所とローカル会計事務所との相違を説明しておくことが肝要であろう
かと思う。
　思うに，ナショナル会計寮務所は2州以上に療務所を開いている会計事
務所であり，1・一カル会計事務所はただ1州のみに事務所を開いている会
討寮務所のようであるが，ケンプナー氏はこの調査に直接関連し，その相
違に関し，次のように説明を行なっている。
　前者は，通常資金運用表をふくめない単なる短文式監査報告書（theshort
formauditreport）を顧客（会社）に提出する。したがって，彼らの解答
は小規棋な顧客に対し提出される長文式監査報告書の場含に資金運用表を
ふくめるかどうかということに限定されている。けだし，短文式監査報告
欝が提山される相手は大規模な顧客であり，彼らは白ら組織内に管理目的
のための資金運用表を作成する会計スタッフを有しているからである。そ
して，後者は通常，長文式監査報沓書を顧客に提出するものであると。
　したがって，調査は長文式監査報告書における資金運用表の利用およぴ
その他の課題に関し行なわれた，と考えてさしっかえないであろう。
　この点に関連し，あるナショナル会計膚務所からコメントがよせられて
いるので，ここに紹介しておくことにしよう。
　『われわれの大部分は短文式監査報告書を作成しているのであるが，資金運用表
が株付目の報告に使用されているところでは，資金運用表はわれわれの監査報告
書にはふくまれていないのである。このことは，おそらくあなたがたの調査結果
が明らかにすることでしょう。』
　さて調査結果であるが，ここでは前号の「年次報告書に中ξ、くめられた資
金運用表の実態調査。と同様に，戦後10年間の進展を明らかにするために，
1945年と1954年の各年度における利用度が調査され，その綜果が第14表に
示されている。
　　　　　第14表　監査報告書における資金運用表の利用度（年度比較）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　現　　在　　　　　10年前
　資金運用表をふくんでいる率　　事務所数　　　率　　事務所数　　率
　　　　　　　0　　11．2％45，O％1川10
11川20
21～30
31～40
41川50
51～60
61～70
71～80
81～90
91川100
合　　　　計
11．6％
8．1％
2．3％
1．2％
12．8％
7．0％
1，2％
15．1％
26．7％
12．8％
86　　　　　　100％　　　　　80
23．8％
7．4％
12．5％
2．5％
16，3％
3．7％
3．7％
10．0％
8．8％
6．3％
100％
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　この表から，10年前（1945年），わずかな会計事務所であるが，彼らの
監査報告書に資金運用表をふくめていたことが知られる。ところが，現在
（ヱ954年）では，「彼らが作成する監査報沓書の3分の1に資金運用表をふ
くめている会計事務所が39，全体の約50％弱であり，また3分の2に資金
運用表をふくめているものが41，全体の約50％強であることが知られる。
したがって，もしその傾向が続くならぱ，資金運用表は顧客に提出される
大部分の監査報告書にふくめられることになるだろう，と期待することは
当然のことではなかろうか。。，とヶンプナー氏は述べている。
　さらにこの利用度の調査に関連し，会計事務所が監査報告書に資金運用
表をふくめることと彼らの顧客の規模との関連が調査され，その結果が第
15表に示されている。凌お顧客の規模は，「大会杜→総資産1001万ドル以
．ヒ。，「ll＝1会祉→250万～1，OOO万ドル。，「小会杜→249万ドル以下」等，こ
れら三段階に分割されている。
第15表　監査報告書における資金運用表の利用度（会社規模別）
　　　　　　　　　　　　　　　会社規模
　　　　　　　　　　．大　　　　　　中　　　　　　小
窒童所数率事務所数」堅＿事務所数二整＿止
・一般にふくめている　　49　72．O％
・顧客にすすめている
が，顧客の同意が得　られないのでふくめ　　　6　　8．8％
ていない
・顧客が必要としない　　11　16．2％
のでふくめていない
・その他＊　　　　　　　　2　　3．O％
　　　　合　　　　　　　68　　100％
63　　　78．8％　　　　54　　　　9．2％
8　　　10．0％　　　　12　　　15．4％
810．O負61114．1％
l　　　　l．2％　　　　　6　　　　1．3％
80　　　　100％’　　　78　　　　100％
＊顧客が資金運用表を倉用と考えるならぱ，資金運用表をふくんでいる事務所
　である。
　この表から，ほとんどの会計事務所が通常，彼らの監査報告書に資金運
用表をふくめているようであるし，そのことは会杜規模とはなんら関連の
ないことが知られる。なおこの調査に関し，ある会計事務所からコメント
がよせられているので，ここに紹介しておくことにしよう。
　『経験によれぱ，資金運用表がわれわの監査報告書の一部であるべきかどうか
に関し・顧客はなんら疑閥を抱いていないのである。実際たいていの場合に・資
金運用表は当然のこととして提供されている。これまでにも顧客は資金運用表を
大変重要な言膜書として考えてきているのである。』
　最後にこの調査から，大会杜は会計事務所に長文式監査報告書の作成を
めったに要求しないけれども，ときにこのような報告書の作成が要求され
たときには，その報告書は他の分析用資料と共に資金運用表をもふくんで
いることが知られる，とケンプナー氏は述べている。
§2　機　　能
　ここでは，会祉の財政状態（a　cOmpany’s　financia1position）を分析す
る手段としての資金運用表の機能に関し，会計士事務所の見解はどうであ
るか，という調査がなされ，その結果が第16表に示されている。
　　　　　　　　第16表　分析手法としての資金運用表の機能
　　　　　　　　　　　　　　最重要＊　重要　余り重要でない
　　資金運用表の内容　綴率議率綴率
・運転資本の変化　　　　　32　39．5％　　43　16．3％　　7　　7，7％
・資金獲得の主たる原因，
営業利益，借入金，株主　26　32．1％　　48　18．1％　　4　　44％
投資
・設備投資に利用された資　　　　　　　　　50　20・2％　　14　－5・4％
金の割合
・配当金の支出に利用され　　　　　　　　29　10・9％　　38　41・8％
た資金の潮合
・堂薬利益の使用と］的設　11　　13・6％　　50　　18・9％　　12　　13・2％
定
・一般財政カの表示　　　　11　13．6％　　40　　15．2％　　16　　17．5勉
・その他＊＊　　　　　　　　1　　1．2％　　　1　　0・4％
　　　　含計81100％266100％91100％＊解答者はただひとっの内容のチェックだけを許容された。
淋ある事務所は最も重要な機能として「利用資金の使途」と答え，また他の
　事務所は「会計教育を受げていない利用者の理解の助力」と答えた。
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　この表から，ほとんど40％の会計填務所が運転資本の変化を表示するこ
とを資金運用表の最も重要な機能であると考え，それよりわずか低い割合
ではあるが，32％が資金の獲得された原因を叙述することを最も重要な機
能であると考えていることが知られる。しかし残念ながら，解答が質問さ
れたほとんどの機能分野にわたっているということから，この調査からは
特に重要な機能というものが明らかにされないのである。ただ，分析手法
としての資金運用表の機能を考える場合，「配当金に利用された資金の割
合」機能があまり重要ではないと答えたものが最高の41％を占めている，
ということは注目すべき結果である。
§3位　　置
　前号の「年次報告書にふくめられた資金運用表の突態調査。の紬果，株
式会杜の年次報告書における資金運用表の記載場所はそれを主たる財務諸
表にふくめることから社長の親書（president’s1etter）のどこかにそれを
ふくめるという，種々な場所に記載されていることが明らかにされた。こ
こでは，監査報告書に資金運用表がふくめられる場合のその位置に関する
調査が行なわれ，その結果が第17表に示されている。
　　　　　　　第17表　監査報告書における資金運用表の位置
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数　　　率
　・貸借対照表や損益計算書と同じように，・1三たる財務数　　　15　17．3％
　偵に関する報告書である
　・キたる鮒務報告書の次に記載される補足的説明博であ　　　23　26，O％
　　る
　・鮒午房の解説祁分に記載される「minor」閉細・身である　　　50　56．7％
　　　　　　　　　　　　　合　　　　　　　言十　　　　　　　　　　　　　　　88　　　　／00％
　この表から，わずかながらも資金運用表が主たる財務数値と等しい位置
に記載されてはいるが，しかしほとんどの資金運用表（約57％）が監査報
告書の解説のなかに記載されていることが知られる。なおこの調査に関連
し，ある会計事務所から，資金運用表は解説のなかにふくめられるけれど
も，われわれとしてはそれを補足的1リ1細．表（minor　schedule）とは考えて
いない，という半旨のコメントがよせられているので，ここに紬介してお
くことにしようO
　『われわれは監査報告書における「財政状態に関するコメント」（COmmentS　re－
sPecting　inancia1position）なる表題の解説部分に資金運用表を記載している。
しかしながら，われわれは一般的にいって，監査報告警の解説が報告書の重要な
部分であると考えている。債権者達（creditgrantors）もまたコメントとともに資
金運用表にも興味を示しているのである。」。
この他にも次のような1司じユ指のコメントがよせられている。
　たとえば，『．・・llたる明細表（m11jl．〕rschodulビ）は解説の最初の那分に掲載されてい
る。』，『撤告書の解説ではあるがminorではない。』とか，『解説を榔キ書の重要な
部分であると考えている。』等である。
　これらのことから，「資金運用表が監査轍告書のどこに書己載されている
かにかかわらず，実務家はそれを主要なものであると考えていることは明
白凌事実であるといえよう。。，とケンプナー氏は述べている。
§4　国容の認容（61i6皿t　a66ep帖皿6e）
　これまでの調査課題は会計事務所それ自体の資金運用表に対する考え方
に関するものであったが，ここでは会言十事務所からみた顧客の資金運用
表に対する考え方に関する調査が行なわれている。特に，顧客の関心度
（attitude，第18表），白ら資金運州表を作成している顧客数とその割合（a
number　of　c1ients　preparing　own　statement，第19表），理解度（cIient
comprehension　of　the　funds　statemnt，第20表）等，これら3諜魑に分割
され，調査がなされた。
　童ず，第18表は顧客の規模別による資金運用表に対し示される関心度に
ついての調査結果を示している。
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　　　　　　第18表　鰯客の資金運用表に対する関心度（会杜規模別）
　　　　　　　　　　　　　　大会社　　　　　巾会杜　　　　小会杜
　　　　　　　　　　　　　事務　　　　　事務　　　　　事務　　　　　　　　　　　　　所鎮率所教率所数率
　・報告書のなかに資金運　　　9　　14．5％　　5　　6，2％　　4　　4．7％
　用表をふくめることを
　特に要求している
　・資金運用表の価値を■説　　I8　29．O％　　27　33．8％　　33　39．3％
　明した後にこの運用表
　を熱心に認めている
　・資金運用表の価値を説　　18　29．O％　　38　47．5％　　31　36，9％
　明した後にそれをふく
　めることに同意を示し
　ている
’無関心　　　　1524．・％　911．3％　1619．1％
　・ふくめないことを特に
　要求している　　　　　　2　　3．3％　　1　　1．2％
　　　　　合計62100％80100％84100％
　この表から，規模にかかわらず，ほとんどの会社が，会計事務所より資
金運用表の価値の説明を受けた後に，監査報告書に資金運用表をふくめる
ことを承認していることが知られる。しかし，解答が各質間分野にわたっ
ていることから，顧客の資金運用表に対する関心度を判断するのはきわめ
て困難なようにお・もわれる。ただ明らかなことは，大規模会杜の大部分が
資金運用表に対しか凌り無関心なことである。というのも，彼らは必要凌
ときには関与している会計士に任せているからである，とケンプナー氏は
述べている。
　第ユ9表は顧客の規模別による資金運用表の作成度に関する調査結果を示
している。
　この表から，大規模会杜は訓練された会計スタッフを雇用し，彼ら自身
の資金運用表を作成しているということが，疑いも在い事実であることが
知られる。この調査に関連し，ある会計事務所からコメントがよせられて
いるので，ここに紹介することにしよう。
　『あなたがたは私の解答に関心を示すことであろう。質問6（第19表）は，大規
模会社のほとんどが資金運用表をなんらかの形式によって作成していることを明
第19表顧客による資金運用表の作成度（会杜規模別）
　　　　大会杜　　　　　中会社　　　　　小会杜
資金運用表の作成度
　　　0
　　　1～25
　　26～50
　　51～75
　　76川100
　　　　合　　　計
事務　　　　　事務所数　率　所数
20　　　　37．1％　　　　31
12　22．2％　11
　2　　3．7％　　16
　4　　7．4％　　5
16　29－6％
54　　　　100％　　　　63
　　　　事務率　所数　率
49．2％　　　　42　　　63，7％
7．5％　　　　22　　　33．3％
25．4％　　　　26　　　　3．0費6
7．9％
100％　　　　66　　　　100％
らかにするであろう。』。
　なおこの調査結果の信懸性に関し，「多くの会計事務所は，たとえ近似
値とはいえ，顧客自身が資金運用表を作成している割合を判断するのはた
ぷんに困難なことであったと思う。したがって，この質問に対し解答を与
えていないものがあった。またこのような理由から，与えられた解答その
ものも信頼性はとぽしいかもしれないのである。。，とケンプナー氏は述ぺ
ている。
　第20表は資金運用表に対する顧客の理解度（もしくは困難な度合）に関
する調査結果を示している。ここでは特に，資金フロー，戻し追加処理法，
現金と資金の区別等，これら3項目に関する理解度が調査されたのである。
　　　　　　　　第20表　顧客の資金運用表に対する理解度
　　　　　　　　　　　　一般的な「資金　減価償却費等は
　　　　理解度　　　　　フロー」（nOW　非資金費用であ　現金と資金の
　　　　　　　　　　　　o“mds）の概　って，他の諸費　　　　　　　　　　　　念　　　　　　用より困難な処　区別
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理法である
事務　　　　　　事務　　　　　　事務　　　　率　　　　　　率　　　　　　率所数　　　　　所数　　　　　所数
・困難である　　　　　　　9　10．3％　　8　　9．O％　　21　25．0％
・わずかに困難である　　30　34．3％　　25　28．1％　　34　40．5％
・困難でない　　　　　　48　55．2％　　56　62．9％　　29　34．5％
　　　　合計87100％89100％84100％
標準知識をもちあわせている経営者（averagebusinessman）が資金運用
Jack J. ケンプナー氏，資金運用表の実証的研究（2）--公認会計士事務所における資金運用表の実態調査-- Page:5
無断転載禁止。　
　上J0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1…灰閨萬雨栗　　’；β∪華彗；β9汚
表を統一的に理解することが困難であるのは周知のとお・りである。しかし
資金運用表に関する見解の統一化はこれまで会計論者達によってなされて
きたことである。たとえば，そのことは減価償却費を当期純利益に“展し
追加”する実務に対する批判にみられるとおりである。けだし，減価償却
費ヤその他の非資金費用の戻し追加処理法は資金運用表を理解するさいの
困難な原困になるといわれてきた。
　ところがこの表から，顧客が減価償却費“展し追加”処理をかなり理解
していることが知られる。けだし，この質問に対し，困難でな一いと答えた
会計寮務所が63％を占めているのである。また，彼ら顧客が上記の3項目
のなかで一番の困難さを示しているのは現金と資金との区別にある。こ
れに対し，困難であると答えた会計事務所が25％も占めているのである。
したがって，「今後，この点に関する会計教育が必要に感じられる。しか
しその代わりに，資金運用表がよりいっそう一般に普及することにより，
“現金と資金”の区別もまたよりいっそう明らかになるかも知れないので
ある。・，とケンプナー氏は述べている。なおこの調査に関連し，ある会計
．事務所からコメントがよせられているので，ここに紹介しておくことにし
よう。
　　『小規模会杜の多くは貸借対照表と損益計算書を完全に理解することができない
　のである。したがって，資金運用表は通常，これら二っの計算書を関連させしめ
　ているということ・そしてそれ故に・その有用徽もまた彼らによって認識されて
　いるのである。』。
§5形　　式
　この調査は前号の「年次報告書にふくめられた資金運用表の実態調査。
における『公示方法■の調査に相当するものである。ここでは特に，期聞
（timeperiod　covered，第21表），明細の程度（amountofdetail，第22表），
資金概念（fund　change　emphasis，第23表），形式（mechanical　form，第
24表）等，これら4項目の調査がなされた。
　まず，第21表は資金運用表の対象期間に関する調査結果を示している。
このことはまた，資金運用表が作成される頻度に関する調査結果をも示す
ことになる。
　　　　　　　　　　第21表　資金運用表の期間
作成度　　　　毎生　　　　　1年未満＿＿比較 通算
　　　　　事務　　　　　　事務　　　　　　事務　　　　　　事務　　　　　　　　　率　　　　　　　率　　　　　　　率　　　　　　　率　　　　＿所数＿　　　　　」斑　　　　一　所数　　　　　　所数　一＿＿
通常8897．8％22．7％11．3％時折　　　3648．O％1823．1％1114．7％めったに　　　2　　2二……望＿　＿芋ヱ＿、42＝3％　　．二旦2　　75・6窒．＿」主土＿二§呈＝＿≡…互
　イ寺　　；言1・　　90　　　　100％　　　　75　　　　－00％　　　　78　　　　100％　　　　75　　　　100％
　この表から，会計1事務所のほとんどが年次報告書の作成時に資金運用表
を作成していることが知られる。さらに詳細に調査をした糸．l1果，ケンブ
ナー氏は，「1年未満（forperiodsoflessthanoneyear）の資金運用表
は通常な慣行として（a　matterofnormal　routine）はっきりと確立されて
はいないが，一定の条件のもとでは作成されている・，ことを明らかにし
ている。そして前号の調査と同様に，ケンプナー氏は比較資金運用表と通
算資金運用表に注目し，「比較資金運用表と通算資金運用表は資金の動き
のすう勢を知るために有用であるにもかかわらず，これらの作成は会計事
務所においてはまったく慣行的でないことが知られる。。，と述べている。
　第22表は資金の動きを叙述するに用いられた行数もしくは項目数に関す
る調査締果を示している。
　　　第22表　資金運用表の明細皮
項目の数　　　　　事務所．数　　　　率
O→5
6＿÷10　　　　　　　　　　　21　　　　　　　　25．O％
11→20　　　　　　　　　　　　56　　　　　　　　　66．7％
21以上　　　　　　　7　　　　　8．3％
　　合　言1・　　84　　　100％
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　この表から，3分の2の会計事務所が11行から20行を用い，かなり簡単
な資金運用表を作成し，ごくわずかな会計事務所が20行を用い，精細な資
金運用表を作成していることが知られる。なおこの調査に関連し，ある会
計事務所から，彼らが簡略な資金運用表を最も適当であると考えていると
いう意味のコメントがよせられた。
　第23表は資金概念の一般的支持を明らかにするための調査結果を示して
し）る。
第23表資金概念
事務所数　　　率
運転資本
純当座（貨幣性）資産
全貸借対照表項目
現金
現金と市場性有価証券
流動資産
総資産
運転資本以外の主たる貸借対照表項目
純財産
　　　　　　　　　　合　　　計
67
1
13
5
75．3％
1．1％
14．6％
5．7％
1．1％
1．1％
1．1％
89　　　100％
　この表から，会計事務所の大部分（75％）が運転資本概念を支持してい
ることが知られる。前号の調査にお・いても指摘したように，現金概念が最
近の会計文献において主張される傾向にあるが，本号の調査からも明らか
なように，それを実際に運用する場合に，いまだ多くの支持をえてい在い
ことが知られる。したがって，「実際上，現金概念を強調する考え方が職
業会計人によって許容されるものか拒否されるものか，という結論をひき
だすには，今後数年間の歳月が必要とされるであろう。」，とケンプナー氏
は述べている。っまり現段階では，運転資本の変化を強調することの方が
実際にたずさわる職業会計人においてより一般的な事実であるといえるの
て’ある。
第24表は資金運用表の叙述形式に関する調査結果を示している。
第24表　形
貸借平均式　（源泉：運用）
’報告式
照含式（雛鰯顯纐）
残高式　（源泉一運用＝増減）
　　　　　　　　　　　合計
式
事務所数　　　率
32
41
40
37．2％
16．3％
46．5％
86　　　　100％
　この表から，会計事務所が使用する形式はおおむね伝統的な貸借平均形
式と「報告形式一残高式・に分けることができる。従来，資金運用表は資
金の運用と資金の源泉を対応表示する貸借平均形式によるものであった。
したがって今日，会計事務所の大部分（約37％）がいまだにこの形式を用
いていることは驚くことでもなかろう。しかしながら，「“報告形式一照合
式”はごく新しい形式であるが，今後さらにその使用が増加するものとお
もわれる。けだし，その有用性は資金の動きをより明らかにするとおもわ
れるのである。。，とケンプナー氏は述べている。
　凌お・，アメリカ公認会計士協会が1953年に行なった，「長文式監査報告
書の実態調査・（surveyof10ngfOrmrepOrtpractice）によれぱ，次の
緒果（第24（a）表）が明らかにされている1）
第24（a）表形
残　高　式（源泉一運用二運転資本の増減）
貸借平均式（源泉＝運用）
残　高　式（源泉一運用＝現金の増減）
そ　の　他
　　　　　　　　　　　合　　　計
式
．資金運用表　　　率
14　　　42．4％
11　　　33．3％
3　　　9，1％
5　　　15．2％
33　　　100％
　第24表とこの表とを比較してみれば，残高式がさらにより一般的な形式
であることが知られる。そして，当会計士協会が運転資本の増減と現金の
増減を区別していることは興味深いことである。すなわち，現金の増減を
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表示する3っの資金運用表（約9％）では，現金以外の運転資本項目の減
少が資金源泉欄（funds　provided）に記載され，それらの増加が資金運用欄
（funds　applied）に記載されている。そして，それらの純差額が現金変動
（changeincashba1ance）として記載されている。
§6　表　　題
　この調査は，7つの典型的な資金運用表の表題が質間用紙にリストアッ
プされ，各会計審務所が使用しているあるいは同意する表題をチェックす
ることによってなされた。この結果が第25表むよび第25（a）表に示されて
いる。特に第25（a）表は表題に「資金。用語あるいは「運転資本。用語，
「財政状態・用語をふくめているものの要約したものである。
第25表　表　　　　題
事務所数　　　　率
St劃tement　of　sources　and　appilcation　of　funds
Statement　of　aPPlication　of　funds
Statement　of　changes　in　working　capita1
Statement　of　sources　and　disposition　of　funds
Statement　of　changes　in肋ancial　position
Funds　app－ied　and　provided　statement
Statement　of　funds　derived　and日pplied
その他＊
　　　　　　　　　　　　　合
＊次の種々な表題が審せられた：
32．1％
21．4％
18．6％
10，7％
4．3％
3，6％
1．4％
7．9％
140　　　　100％
Statement　of　sources　and　applications　of　working　capit目1（2）
Statement　of　funds　prov…ded　and　applied（2）
Summary　offactors　contributing　to　changes　in　workingcapital
Statement　of　cllanges　in　inancial　position　and　application　of　funds
Disposition　o｛funds　provided　from　operations　a皿d　other　sources
Funds　provided　and　disposition　thereof
Summary　of丘nancial　operations
Funds　provided　and　used
Statement　of　funds
　　　　　　　　　　　第25（a）表　（要　　　　約）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務所数　　率
表題に「資金」用語を使用しているもの　　　　　　　　　　　104　」74％
表題に「運転資本」用語を使用しているもの　　　　　　　　　29　　20％
表題に「財政状態」もしくは「濡動」用語を使用しているもの　　　8　　　6％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　141＊100％
＊ある会計事務所は「資金」と「財政状態」の両用諦をひとつの表題に使用し
　ていると答えている。
　これらの表から，会計事務所の大部分（74％）が表題のなかに「資金・
用語を使用していることが知られる。そして，伝統的な表題，「源泉と運
用・（sourcesandapphcation）「運用・（apphcation）または「資金の源泉
と処分。（sourcesanddispositionoff㎜1ds）等，これら3表題が企体の64
％を占淀）ており，…般的な使用傾向を示している。
§7　精算表の便用
　会計教科書ではいまだに資金運用表の作成過程に精算表を利用すること
の重要性を強調していることは周知のとおりである。したがって，精算表
が現実に実務のなかで利用されている程度を明らかにするために，さらに，
会計事務所は，直接に比較貸借対照表から資金運用表を作成しているのか，
それとも精算表を使用しているのか，どちらであるかの調査が行なわれた。
その結果が第26表に示されている。
第26表　資金運用表作成時における精算表の利用度
　作成の過程　　　　　　　　事務所数　　　　率
直接に比較貸借対照表から作成
精算表から作成
　　　　　　　　合　　　計
47　　　　54％
40　　　　46％
87　　　　100％
　この表から，精算表から作成する会計事務所と比較貸借対照表から作成
するものとは同程度のものであることが知られる。特にどちらとも解答を
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しなかった会計事務所から，彼らは複雑な場合にのみ精算表を使用し，そ
れ以外の通常な場合にはすべて比較貸借対照表から直接に作成している，
とのコメントがよせられた。このような会計事務所の方針に対し，「この
よう凌場合が妥当なケースだと推察することができる。非資金取引がほん
のわずかしか生じないような会社では手のこんだ精算表を必要としないし，
それらを利用することは時間の無駄であると考えられているようにおもわ
れる。・，とケンブナー氏は述べている。
§8　損益関係資料（op6mti11g由胸）と減価砧却費の取扱い
　ケンプナー氏は，減価償却費やその他の非資金費用の戻し追加処理法を
避けるために損益関係資料を資金運用表に記載するということは間題があ
る，と前号の調査においても述べてきたことである。ここでは，実務にお
ける現実的処理はどうであるかを明らかにするために，資金運用表におけ
る損益関係資料（第27表），当期純利益との照合の重要性（第28表），減価
償却費とその他の非資金費用の取扱い（第29表）等，これら3項目の調査
がなされた。
　まず，第27表は資金運用表上における損益勘定資料の取扱いに関する調
査結果を示している。
　　　　　　第27表　資金運用表における損益勘定資料の取扱い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務所教　　　　率
　　資金源泉の一部として単一の純利益額を記載　　　　84　　　　94％
　　資金源泉としての収益分析と資金運用として
　　の費用分析　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5　　　　　6％
　　　　　　　　　　　　　　　　合計　89　100％
　この表から，94％の会計事務所が単一の純利益数値を資金運用表に記載
していることが知られる。
　第28表は，上記の調査に関連し，会計事務所が「営業活動より獲得した
資金。を損益計算書における当期純利益と照合させることの重要と考えて
いる程度を明らかにするためになされた調査結果を示している。
第28表　当期純利益に照含することの璽要性
重要である
少しは重要である
重要でない
　　　合　　　　計
事務所数　　　　率
　84　　　　　94％
　　2　　　　　2％
　　3　　　　　4％
　89　　　　　100％
　この表から，84％の会計事務所が照合することを重要であると考えてい
ることが知られた。したがって，このような照合手続が必ずしも資金運用
表の理解への混乱の原囚とはならないことが知られる，とケンプナー氏は
述べている。
　最後に，第29表は減価償却費とその他の非資金費用の取扱いに関する調
査結果を示している。
　　　　　　第29表　減価償却費とその他の非資金費州の取扱い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　泰務所数　　　率
減価償却費を独立項目で示し，純利益に戻し追加　　　　74　　　84．2％
している（照合）
減価償却費を独立項目で示し・純利益と照合して　　　　　9　　　10．2％
いない
減価償却費やその他の非資金費用控除前の利益額　　　　　4　　　　4．5％
により資金源泉欄に言己入し，減価償却費その他は
脚注表示（Short　or　parenthetically）
減価償却費は「ExPenditures　netofdepreciation
charges」項目で取扱われている
　　　減価償却費額が表示されている　　　　　　　　　1　　　　l．1％
　　　減価償却費額が表示されていない
　　　　　　　　　　　　　　台一　　　　　　　言十　　　　　　　　　　88　　　　　　　　100％
　この表から，会計事務所の大部分が減価償却費を当期純利益に戻し追加
していることが知られる。また，注目すべきことは彼らはこのような戻し
追加処理法が利用者を混乱におとし人れないということを所信に明らかに
しているのである。そして，第20表の調査結果と関連させしめ，経営者が
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非質金費用の取扱いを理解していると，ここに再度の強調がなされるので
ある。
§9付　　記
　さて，この実証的研究部門の紹介を終えるにさいし，簡単であるが，最
後に筆者のコメントをここに付記したいと思う・
　前号に引続き，ヶンプナー氏の第2番目の実証的研究が，これまでに紹
介を行なった。「公認会計士薬務所における資金運用表の実態調査。であ
る。
　この調査研究によれぱ，長文式監査報告書における資金運用表の利用は
第二次世界大戦後かなり進展し，10年前重では監査報告書の約3分の1で
あったのに対し，現段階では約3分の2以．止が種々な形式による資金運用
表を利用していることが知られる。そして通常，資金運用表をふくめない
短文式監査報告書を要求し，かっ白ら資金運用表を作成しうるスタッフを
有する大規模会杜を除けぱ，監査報告書における資金運用表の利用と会祉
規模には特定な関係がみられないのである。童たそれが掲載される場所に
かかわらず，開業会計士（practitioners）によれぱ，おおむね重要な財務
数値を提供しうるものと考えられていることが明らかである。
　おおかたの開業会計士によれぱ，分析手段としての資金運用表の機能は
「運転資本の変化。（changesinworkingcapital）ならびに「資金獲得の主
たる要因。（sources　from　which　funds　ware　obtained）が支持されてい
る。しかしながら，ある会討事務所が「会計教育の受けていない利用者の
理解のための一助・と答えていることは注目すべきことである。けだし，
前号の「付記。に言及したように，運転資本資金運用表が広く一般に普及
したのは1925年以降のことであり，当初はその意義として発生主義会計の
教育目的がおおかたの会計論者の見解であったといわれているからである。
　したがって，機能に関連し，資金概念もまた運転資本概念が支持される
ことは当然の理であるが，留意すべきことは，前号の調査結果に比し，
「全貸借対照表項日。概念の支持率が約15％弱もあり，この調査では，第
2番日の文持を得ていることにある。けだし，この概念は，20泄紀初顕以
降の実務界における資金運用表思考の．二人思潮を構成してきた概念であり，
会蓄1・論者の凌かには今なお根強く文持されているものなのである。反面こ
の調査において，新しき現金概念のアプローチ支持率は低く，実際的な運
用面にお・いてもいまだ多くの歳月が必要とされるようである。
　さらに開薬会計士によれぱ，圧倒的に「資金・用語が表題に利用される
のをみることができる。っまり，運転資本概念の支持率は高く75％強であ
り，機能としての「運転資本の変化・の文持率も高く総計63％強である。
これらに対し，「運転資本・語句の使州率は20％であり，「資金・州語の使
用率は実に74％なのである。このことは，採択された資金概念が明記され
るように，表魍にその隈定語句を付す，というケンブナー氏の見解にとっ
ては消極的な結果である。
　最後に，興味ある調査結果が明らかにされているのをみる。それは顧客
（会杜）の資金運用表に対する関心度と理解度に関するものである。っま
り，大会社を除いたほとんどの会杜は，会計事務所からの資金運用表の利
用価値に関する説明を受けた後に，監査報告書にそれをふくめることに同
意しているのであるが，資金運用表の解釈に関しては，全般的にみて，彼
らはおおむねそれを理解していることが知られる。ただ「現金と資金の区
別。がやはり間題であることが呪記される。この事実は，ケンプナー氏も
指摘するように，新しい現金概念アプローチが将来に増加するであろうこ
とを示唆しているようである。しかしこの間魍解決の糸Llは，キャッシュ・
フロー分析と資金運用表の関連ないし相違に関する問題の解決に在するの
ではなかろうか。われわれは前号の調査においてもそうであるが，キャッ
シュ・フロー分析に関連する調査が全く行凌われてい凌いことは残念なこ
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とのように思うのである。
以上，第2の実証的研究の結果からみれぱ，ケンプナー氏も指摘するよ
うに，開業会計士は個々の顧客の要求に資金運用表を緒ぴっけ，それが広
く一般に容認されるがために，彼らは順応性ある形式の資金運用表を強調
していることのようである。
注1）TheResearchDepartmentofAmericanInstituteof　A㏄ountants，Long
　　　Form　Report　Practice（1953），Jack　J．Kempner，op．cit。，p．151．
　　　　この調査では，52の長文式監査報告書が言及され，そのうち資金運用表
　　　をふくむものが38報告書であることが明らかにされている。なお，それら
　　　は29の会計事務所により作成されている。
